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アウトライン
•⽇本語教育の現状：拡⼤化と多様化
•⽇本語教師の資格認定の実際
•⽇本語教師の実践能⼒とは
•⽂化審議会と⽇本語教育⼈材
•再考、“グローバル社会”における⽇本語教
育⼈材とは（役割・専⾨性）
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グローバル社会で何が起こっているのか
１）居住外国⼈が急激に増加

２）外国⼈が労働⼒となるだけでなく、⽣活者として存在

３）定住する外国⼈を社会の構成員として受⼊れる必要性の⾼まり

４）具体的には、⽣活・労働・教育・福祉等に係わる⽀援の施策が急務
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⽇本語教育の現状
• 拡⼤化と多様化

 ① 学校から地域へ
 ② 教育⾏政（学校）から複数省庁（他分野）へ
 ③ 学習者の学習機会の増加へ
④ 教室環境からIT環境へ
 ⑤ 個別機関から複数機関との連携・協働へ
 ⑥ 職⼈芸から専⾨性・実践内容の明⽰化へ
 ⑦ 教育実践から教育推進へ
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⽇本語教育活動の実際

•だれが
•誰に
•何のために
•何を
•どう
•教えるか
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⽇本語教師の専⾨性

• 「⽇本語教育能⼒検定試験」（⽇本国際教育⽀援協会）

• 「⽇本語教師検定」（全国⽇本語教師養成協議会）

• 「学位」

• 「経験（実践知）」
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１．基本的な在り⽅（平成12年報告を踏襲）

⽇本語教育とはコミュニケーションそのものであり，
教授者と学習者とが相互に学び，教え合う実践的な
コミュニケーション活動である。
教育内容の領域は，コミュニケーションを核として，
三つの領域，五つの区分がある。

２．５区分における「必須の教育内容」５０

①社会・⽂化・地域･･･⽇本の在留外国⼈施策，多⽂化共⽣，⾔語政策 等
②⾔語と社会･･･社会⾔語学，コミュニケーションストラテジー，多⾔語・多⽂化主義
等
③⾔語と⼼理･･･⾔語学習，談話理解，習得過程，異⽂化受容・適応 等
④⾔語と教育･･･⽇本語教育プログラムの理解と実践，教授法，評価法，教育実習，

 著作権 等
⑤⾔語･･･・・・・・・⽇本語教育のための⽇本語分析，⽂法，⾳韻⾳声，⽂字と表記，

 形態・語彙，対照⾔語学 等

⽇本語教師の養成における教育内容
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⽇本語教師の資質・能⼒ （横溝,他）

（１）「専⾨知識」
（２）「実践⼒」
（３）「専⾨性」
（４）「説明責任能⼒」
（５）「⼈間性」
（６）「⾃⼰教育⼒」
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（１）「専⾨知識」
2000年の「⽇本語教員養成において必要とされる教育

内容」において⽰された５区分

①「社会・⽂化・地域」
②「⾔語と社会」
③「⾔語と⼼理」
④「⾔語と教育」
⑤「⾔語⼀般」 
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（２）「実践⼒」その１ （職務分析）

授業中

授業後

授業前
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（２）「実践⼒」その２ （職務分析）

① 教案作成⼒＝授業企画⼒
② 教材作成⼒＝素材選定⼒
③ 授業運営・進⾏⼒
④ ⾳読⼒・朗読⼒・板書⼒
⑤ 説明⼒
⑥ ⽂書等作成⼒
⑦ テスト作成・評価⼒
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（２）「実践⼒」その３ （嶋⽥,2004）

• 簡潔・的確・平明に⾃分の⾔いたいことを表現する能⼒

• 場や⼈間関係に対して適切な語彙や表現を使う能⼒

• 相⼿から⽬的に応じた情報を聞き出す能⼒

• 相⼿が伝えたいことを正しく聞き取る能⼒

• 相⼿の発話に対して的確に応じて表現する能⼒ 
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（３）「専⾨性」その１ （村松,1998）

教師と学習者間の円滑なコミュニケーション能⼒・協働的態度

• 対話能⼒
• コミュニケーション過程⾃体を管理する

メタ・コミュニケーション能⼒
• ⼈間関係維持能⼒
• 社会⽂化的能⼒
• コミュニケーションの本質に関する基本的な認識⼒ 
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（３）「専⾨性」その２
⽇本語教員としての基本的な態度・意欲・感受性について

• ⽇本語ばかりでなく広く⾔語に対する深い関⼼と鋭い⾔語感覚

• 豊かな国際的感覚

• ⾃らの職業の専⾨性とその意義についての⾃覚と情熱
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（４）「説明責任能⼒」 （當作,2003）

• 教師は学⽣、そして学⽣の学習に対しての責任を担う

• 教師は教える科⽬の内容をよく知り、
               またそれをどのように学⽣に教えるかもよく知っている

• 教師は学⽣の学習を管理、モニターする責任がある

• 教師は⾃分の教育活動を組織的に考え、経験から学習する

• 教師は教育コミュニティーの⼀員である 
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（５）「⼈間性」 （横溝,2002）

• 「学習者を思うこと」
• 「情緒を安定し、豊かな感性を持つこと」
• 「⾃らを⾼めようとすること」
• 「⾃分を受け⼊れること」
• 「気さくであること」
• 「打てば響くこと」
• 「⼈⽣をエンジョイすること」
• 「覇気のあること」
• 「外向的で明るく、熱⼼であること」 
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（６）「⾃⼰教育⼒」    （横溝,2002）

教師⾃らの資質と専⾨性の向上と発展は常に求められる。

•「探求の精神」

•「絶えざる探求⼼」

•⾃⼰研修型教師（Self-directed teacher） 
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⽇本の外国⼈受⼊の現状

留学⽣
ビジネスパーソン

⾼度⼈材

技能実習⽣

⼊管法少⼦化

定住 労働⼒

移⺠ 難⺠

⽣活者 外国⼈

多⽂化
多⾔語

共⽣

同化 統合

⺟語⽇本語 ⾔語政策 ⾔語計画
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○⽂化審議会国語分科会⽇本語教育⼩委員会（平成19年7⽉設置）では⽇本語教育を推進する意義等について，再確認するための
検討を⾏い，改めて「基本的な考え⽅」を整理。
その上で，今後，具体的な施策の⽅向性や⽇本語教育の推進⽅策を議論していく際の「検討材料」として「１１の論点」を整理。

論点２
⽇本語教育の
効果的・効率的
な推進体制
について

論点１
⽇本語教育に
関する政策の
ビジョン
について

論点３
⽇本語教育の
標準や⽇本語
能⼒の判定基準
について 論点４

カリキュラム
案等の活⽤
について

論点５
⽇本語教育の
資格について

論点６
⽇本語教員の
養成・研修
について

論点７
⽇本語教育の
ボランティア
について

論点８
⽇本語教育に
関する調査研
究の体制に
ついて

論点９
総合的な視点
からの検討
について

論点１０
外国⼈の児童
⽣徒等に対する
⽇本語教育
について

論点１１
国外における
⽇本語教育
について

「１１の論点」

「基本的な考え⽅」
１．

⽇本語教育を推進する意義

２．

⽇本語教育に関する国と
地⽅公共団体との役割分担

３．

多様な⽇本語学習者の
学習⽬的・ニーズへの対応

⽇本語教育の
推進体制について

⽇本語教育の内容
及び⽅法について

⽇本語教育に携わる
⼈材について ⽇本語教育に関する

調査研究について

その他

報告書の構成

⽂化審議会国語分科会⽇本語教育⼩委員会における審議について
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論点５:⽇本語教育の資格について
• ⽇本語教育に携わる⼈材は，
①直接学習者と向き合って⽇本語を指導する者のほか，
②⽇本語教室の設置・運営を⾏う者，
③これらの⽀援を⾏う者など多様である。

特に「⽣活者としての外国⼈」に対する⽇本語教育においては学
習者である外国⼈の状況を踏まえ，できる限り学習効果が上がるよう，
直接指導はもとより，学びやすい環境づくりや雰囲気づく りも重要にな
り，様々な⼈が様々な場⾯で携わっている実態がある。
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論点５:⽇本語教育の資格について
①新たな資格を作るのがよいか，それとも既にあるものをより充実

したり，活⽤したりする⽅向で議論するのがよいか。

②⽇本語教育指導者は多様であり，統⼀的な資格を作ることは可
能か。

③新たに専⾨性等には指導⼒評価によって検証する必要があるの
ではないか。
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論点６:⽇本語教員の養成・研修について

• ⽇本語教員等の養成・研修に関する調査研究協⼒者会議の
 「⽇本語教員等の養成・研修に関する調査結果について（平成
２４年３⽉３０⽇）」では， ⽇本語教員等の養成・研修の在り⽅
について議論すべきであると提⾔された。これは，特に⼤学や
⽇本語学校における⽇本語教員の養成・研修を念頭に⾔及さ
れたものである。
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論点６:⽇本語教員の養成・研修について
①⽂化庁の⽇本語教員等の養成・研修に関する調査研究協⼒者

会議のまとめでは，特に⼤学や⽇本語学校を念頭に⽇本語教
員等の養成・研修の在り⽅について議論すべきであると提⾔。

②⼤学や⽇本語学校における⽇本語教育は，主として留学⽣な
どが対象であり，この分野の⽇本語教員の養成・研修につい
ては，現⾏の枠組みを変更すべき特段の事情はない。 
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論点７:⽇本語教育のボランティアについて
• 平成２（1990）年の「出⼊国管理及び難⺠認定法」の改正法の施
⾏等に伴い，我が国では特に南⽶⽇系⼈やその家族などが増加
するとともに，定住化しており，⽣活上必要な⽇本語能⼒を⾝に
付けるための学習機会の充実が求められている。
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論点７:⽇本語教育のボランティアについて
①地域の⽇本語教育でボランティアが⼤きな役割を担っている

 現状をどう捉えるか。

②⾃治体の取組や成果はどうかなど，まず⾃治体における⽇本
語教育の体制について具体的な検証が重要。

③今後，必要に応じて新たな制度・体制を構築する必要がある。 
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●  ⽬ 的  ：⽇本語教育機関の教育⽔準の向上のため，専⾨性を有す
 る⽇本語教育⼈材の養成・研修の在り⽅を⽰す。

●審議経過：平成28年5⽉⽂化審議会国語分科会に⽇本語教育⼩委員
会を設置し審議を開始。同委員会で13回の審議を⾏うと
ともに⽇本語教育関係機関・団体へのヒアリングや国⺠
への意⾒募集等を経て，平成30年3⽉2⽇に本報告を取 
りまとめた。

● ポイント：① 基本的な資質・能⼒として，⽇本語の理解運⽤能⼒
や⽂化的多様性への理解，専⾨家に求められる資質・能⼒として，

実践的なコミュニケーション能⼒，成⻑と発達に対する理解，常
に学び続ける態度などを提⽰ ②⽇本語教師の養成に係る教育内
容として「必須の教育内容」（教授法，⽇本語分析，⽂法，⾳韻
⾳声，⽂字表記等）を提⽰。併せて教育実習として必要な指導項
⽬を提⽰  ③⽇本語教育⼈材の役割・段階・活動分野ごとに求めら
れる資質・能⼒，教育内容，モデルカリキュムを提⽰

⽇本語教育⼈材の養成・研修の在り⽅について（報告）の概要
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国内 海外

⽇本語
教育⼈材

⽣活者としての外国⼈
初等中等⾼等教育及
び成⼈に対する⽇本

語教育、
⽇系⼈等に対する継

承語教育
⽣活者として
の外国⼈

留学⽣
※⽇本語教育機関 児童⽣徒等 就労準備

・研修⽣
技能
実習⽣ 難⺠等 ⾼度⼈

材・・・

⽇本語教師
【中堅】

⽇本語教師
【初任】

（活動分野
別）

⽇本語教師
【養成】

⽇本語教育
コーディネー

ター

⽇本語学習
⽀援者

⽇本語教育⼈材の養成・研修の検討範囲のイメージ

活動
分野

（１）資質・能⼒ （２）教育内容 （３）教育課程編成の⽬安（モデルカリキュラム）

（１）（２）

（１）（２）（３）
（１）（２）
（３）

（１）
（２）
（３）

（１）（２）

（１）（２）（３）

（１）（２）
（３）

（１）（２）
（３）
※主任教員

（１）（２）
（３）

（１）（２）
（３）

※地域⽇本語教育
コーディネーター

（１）（２）（３）

28



⽇本語教育⼈材の整理

(1)
役
割

⽇本語教師 ⽇本語学習者に直接⽇本
語を指導する者

⽇本語教育
コーディネー
ター 

⽇本語教育プログラムの
策定・教室運営・改善，
⽇本語教師等に対する指
導・助⾔を⾏うほか，多
様な機関との連携・協⼒
を担う者

⽇本語学習
⽀援者

⽇本語教師や⽇本語教育
コーディネーターととも
に⽇本語学習者の⽇本語
学習を⽀援し，促進する
者

(2)
段
階

養
成

⽇本語教師を⽬指し，⽇本
語教師養成課程等で学ぶ者

初
任

⽇本語教師の養成段階を修
了した者で，それぞれの活
動分野に新たに携わる者

中
堅

⽇本語教師として初級から
上級までの技能別指導を含
む⼗分な経験を有する者

地域⽇本語教育
コーディネーター

関係機関との連携の下，「⽣活者としての外国⼈」に対する教育プログラムの
編成・実施に携わる者

主任教員 在留資格「留学」が取得できる法務省が告⽰した⽇本語教育機関で教育課程の
編成や他の教員の指導を担う者
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１．⽇本語教育⼈材に共通して求められる基本的な資質・能⼒
（１）⽇本語を正確に理解し的確に運⽤できる能⼒を持っていること。
（２）多様な⾔語・⽂化・社会的背景を持つ学習者と接する上で，

⽂化的多様性を理解し尊重する態度を持っていること。
（３）コミュニケーションを通じてコミュニケーションを学ぶという

⽇本語教育の特性を理解していること。

２．専⾨家としての⽇本語教師に求められる資質・能⼒
（１）⾔語教育者として必要とされる学習者に対する実践的なコミュニケーション

能⼒を有していること。
（２）⽇本語だけでなく多様な⾔語や⽂化に対して，深い関⼼と鋭い感覚を有して

いること。
（３）国際的な活動を⾏う教育者として，グローバルな視野を持ち，豊かな教養と

⼈間性を備えていること。
（４）⽇本語教育に関する専⾨性とその社会的意義についての⾃覚と情熱を有し，

常に学び続ける態度を有していること。
（５）⽇本語教育を通した⼈間の成⻑と発達に対する深い理解と関⼼を有していること。

３．役割・段階ごとに求められる⽇本語教育⼈材の資質・能⼒について，
知識・技能・態度に分けて整理

⽇本語教育⼈材に求められる資質・能⼒
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⽇本語教育⼈材の養成・研修のための教育内容及びモデルカリキュラム（教育課程編成の⽬安）について，役割・段階
ごとに提⽰。 モデルカリキュラムには，想定される養成・研修実施機関別の教育内容，教育⽅法，単位数／単位時間数，
科⽬名を例⽰。

（１）⽇本語教師【①養成】・・・教育実習をはじめ教授法，⽇本語教育のための⽇本語分析・⽂法・⾳韻と⾳声体系
・⽂字と表記等，５０の教育内容を「必須の教育内容」として⽰した。更に，⼤学等
の教育機関において養成を実施する際のモデルカリキュラムを提⽰。

⽇本語教師【②初任】・・・各活動分野（「⽣活者としての外国⼈」，留学⽣，児童⽣徒等に対す
る⽇本語教育）別に，当該教育現場におけるＯＪＴ研修や，外部の集
合研修などで実施する教育内容及びモデルカリキュラムを提⽰。

⽇本語教師【③中堅】・・・分野横断的に必要とされる教育内容のほか現場の課題に取り組む形式 
の実践的研修を想定した教育内容を提⽰。

（２）⽇本語教育コーディネーター【①地域⽇本語教育コーディネーター】
             ・・・⽂化庁，地⽅公共団体，⼤学等が実施する研修の教育内容及びモデル カリキュ

ラムを提⽰。
⽇本語教育コーディネーター【②主任教員】

             ・・・教務⾯の責任者に必要とされる管理者研修の教育内容及びモデル カリキュラム
を提⽰。

（３）⽇本語学習⽀援者・・・・・多⽂化共⽣・⽇本語教育に興味・関⼼を持つ者を対象とした地⽅公共団体や⼤学等が
実施する研修の教育内容を提⽰。

⽇本語教育⼈材の養成・研修の在り⽅及び教育内容
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ご清聴ありがとうございました。
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